令和7年度　10月分　解説編


令和７年度
社会福祉法人会計実務通信講座


【10月度の解答及び解説】
[bookmark: _Hlk489993771]固定負債と引当金に係る仕訳
基本金・国庫補助金等特別積立金に係る仕訳
8桁精算表の作成（応用）



問題１
	（1）
	貸借対照表日の翌日から
	貸借対照表日（3/31）の翌日（4/1）から起算します

	（2）
	〇
	相手勘定科目は現金預金となるため、常に貸借同額が増減し純資産に影響しません

	（3）
	退職給付費用
	同じ引当金繰入であっても、徴収不能引当金、賞与引当金の設定の仕訳では、「徴収不能引当金繰入」「賞与引当金繰入」勘定を使用します

	（4）
	〇
	具体的には「徴収不能引当金」を資産の部にマイナス項目として記載する方法と、対象債権から控除した残額を貸借対照表に記載する方法があります

	（5）
	増築を含み建替えを含まない
	基本金に計上される「新たな施設建設のための寄附金」には、建替えを含みません。しかし、国庫補助金等特別積立金に計上される「施設建設のための国庫補助金等」には建替えを含みます

	（6）
	〇
	国庫補助金等の対象となった資産が廃棄等された場合には、Ｐ／Ｌの特別費用の控除項目として計上します



[bookmark: _Hlk490422880]問題２
	[bookmark: _Hlk133555246]
	借方
	貸方
	収支計算書

	
	勘定科目
	金額
	勘定科目
	金額
	資金収支
	Ｐ／Ｌ

	1 
	現金預金
	500
	施設整備等補助金収益
	500
	〇
	〇

	2 
	建物
	1,200
	現金預金
	1,200
	〇
	×

	3 
	現金預金
	100
	経常経費寄附金収益
	100
	〇
	○

	4 [bookmark: _Hlk490422543]
	国庫補助金等特別積立金積立額
	500
	国庫補助金等特別積立金
	500
	×
	〇

	5 
	Ｐｏｉｎｔ：受け入れた補助金は上記①の通りいったん特別収益に計上し、同額を特別費用に計上します

	6 
	減価償却費
	50
	構築物
	50
	×
	〇

	7 
	Ｐｏｉｎｔ：　500×0.100（定額法償却率）＝50

	8 [bookmark: _Hlk133555701]
	現金預金
	2
	仮払金
	2
	×
	×

	9 
	旅費交通費
	8
	仮払金
	8
	○
	〇

	10 
	Point:先に計上している仮払金10を確定した科目（現金預金、旅費交通費）に振り替えます。現金の戻りは支払資金間の移動であり、いずれのフローの計算書にも計上されません。

	
	借方
	貸方
	収支計算書

	
	勘定科目
	金額
	勘定科目
	金額
	資金収支
	Ｐ／Ｌ

	11 [bookmark: _Hlk133555331]
	事業未払金
	24
	現金預金
	24
	×
	×

	12 
	Ｐｏｉｎｔ： 支払資金間（流動資産、流動負債）の移動であり、いずれのフローの計算書にも計上されません。

	13 
	職員預り金
	20
	現金預金
	20
	×
	×

	14 
	法定福利費
	20
	現金預金
	20
	○
	〇

	15 
	Point:　法人の費用（法定福利費）となる部分のみ、フローの計算書に計上されます。

	16 
	賞与引当金繰入
	20
	賞与引当金
	20
	×
	〇

	17 
	Ｐｏｉｎｔ：繰入前に賞与引当金残高がある場合には差額を計上します。

	18 
	徴収不能引当金繰入
	4
	徴収不能引当金
	4
	×
	〇

	19 
	Ｐｏｉｎｔ：期末残高1,500に対し2％ですので、1,500×2％＝30　修正前残高26との差額を計上します。




問題３
	　　　　　　　　　　　　　　　　　現　金　預　金
	
	

	
	摘　　　　　　要
	借　方
	貸　方
	差引残高
	
	

	4
	1
	前期繰越
	－
	－
	1,100
	
	

	
	①
	施設整備等補助金収益
	300
	
	2,430
	
	

	
	②
	施設整備等寄附金収益
	100
	
	2,530
	
	

	
	③
	設備資金借入金
	100
	
	2,630
	
	

	
	④
	建物
	
	500
	2,130
	
	

	3
	31
	諸口
	×××
	
	1,700
	
	

	
	
	取引合計
	1,940
	1,340
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	(基本財産)
	　建　　　　　物　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	4
	1
	前期繰越
	－
	－
	－
	－
	6,200

	
	④
	現金預金
	500
	
	
	
	6,700

	
	⑦
	減価償却費
	
	
	
	60
	6,640

	
	
	取引合計
	500
	
	
	60
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	(その他の固定資産)　
	　車 輌 運 搬 具　
	
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	4
	1
	前期繰越
	－
	－
	－
	－
	450

	
	⑧
	減価償却費
	
	
	
	20
	430

	
	⑫
	固定資産売却損・処分損
	
	
	
	30
	400

	
	
	取引合計
	
	
	
	50
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	
	　徴 収 不 能 引 当 金　
	

	

	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	4
	1
	前期繰越
	
	
	－
	－
	0

	
	⑩
	徴収不能引当金繰入
	
	
	
	36
	36

	
	
	取引合計
	
	
	
	36
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	
	　賞 与 引 当 金　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	4
	1
	前期繰越
	
	
	－
	－
	0

	
	⑪
	賞与引当金繰入
	
	
	
	20
	20

	
	
	取引合計
	
	
	
	20
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　設 備 資 金 借 入 金　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	4
	1
	前期繰越
	－
	－
	
	
	50

	
	③
	現金預金
	
	100
	
	
	150

	
	
	取引合計
	
	100
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	
	　基　　 本　 　金　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	4
	1
	前期繰越
	
	
	－
	－
	36,200

	
	⑥
	基本金組入額
	
	
	
	100
	36,300

	
	
	取引合計
	
	
	
	100
	

	
	
	
	
	
	
	
	




	
	　国庫補助金等特別積立金　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	4
	1
	前期繰越
	
	
	－
	－
	4,500

	
	⑤
	国庫補助金等特別積立金積立額
	
	
	
	300
	4,800

	
	⑨
	国庫補助金等特別積立金取崩額
	
	
	55
	
	4,745

	
	
	取引合計
	
	
	55
	300
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　賞 与 引 当 金 繰 入　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	⑪
	賞与引当金
	
	
	20
	
	20

	
	
	取引合計
	
	
	20
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　減 価 償 却 費　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	⑦
	建物
	
	
	60
	
	60

	
	⑧
	車輌運搬具
	
	
	20
	
	80

	
	
	取引合計
	
	
	80
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	
	　徴収不能引当金繰入　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	⑩
	徴収不能引当金
	
	
	36
	
	36

	
	
	取引合計
	
	
	36
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	(サービス活動増減の部)
	　国庫補助金等特別積立金取崩額　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	⑨
	国庫補助金等特別積立金
	
	
	
	55
	55

	
	
	取引合計
	
	
	
	55
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	(特別増減の部)
	　施設整備等補助金収益　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	①
	現金預金
	
	300
	
	
	300

	
	
	取引合計
	
	300
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	(特別増減の部)
	施設整備等寄附金収益
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	②
	現金預金
	
	100
	
	
	100

	
	
	取引合計
	
	100
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	(特別増減の部)
	　基 本 金 組 入 額　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	⑥
	基本金
	
	
	100
	
	100

	
	
	取引合計
	
	
	100
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	(特別増減の部)
	　固定資産売却損・処分損　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	⑫
	車輌運搬具
	
	
	30
	
	30

	
	
	取引合計
	
	
	30
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	




	(特別増減の部)
	　国庫補助金等特別積立金積立額　
	

	
	摘　　　　　　要
	資金増減取引
	その他取引
	差引残高

	
	
	借　　方
	貸　　方
	借　　方
	貸　　方
	

	
	⑤
	国庫補助金等特別積立金
	
	
	300
	
	300

	
	
	取引合計
	
	
	300
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	







転記の3点セットは「日付（今回は問題番号ですが・・・）」「相手勘定科目」「金額」です。相手勘定科目を記入していなくても、各勘定科目の期末残高を求めることは可能ですが、記入しておくことで、元の仕訳が何であったのか、さらにどのような取引内容だったのかを、遡って確認することができます。
仕訳を総勘定元帳へ転記するとき、総勘定元帳から試算表・精算表を作成するときに、貸借を誤って記入してしまうこともあるかもしれません。決算手続においては最終的に、各列の一番下（合計・増減等（収支）合計）において貸借が一致していることを確認します。
また精算表において、①期中資金増減取引欄における「差引支払資金増加額」と「当期資金収支差額」、②期末Ｂ／Ｓ欄における「差引純資産増加額」と「当期活動増減差額」とが一致していることを確認しましょう。




	



精　　　算　　　表

	摘　　要
	期首Ｂ／Ｓ
	期中資金増減取引
	期中その他取引
	期末Ｂ／Ｓ

	
	借　方
( 資 産 )
	貸　方
(負債・純資産)
	(借方)
	(貸方)
	(借方)
	(貸方)
	借　方
( 資　産 )
	貸　方
(負債・純資産)

	現金預金
	1,100
	
	1,940
	1,340
	
	
	1,700
	

	事業未収金
	1,630
	
	1,120
	950
	
	
	1,800
	

	諸流動負債
	
	120
	50
	55
	
	
	
	125

	支払資金計
	2,730
	120
	3,110
	2,345
	
	
	3,500
	125

	(差引支払資金)
	
	(2,610)
	差引支払資
金増加額→
	765
	
	
	
	(3,375)

	
	
	
	資金収支計算書
	
	
	
	

	
	
	
	借　方
( 支　出 )
	貸　方
( 収　入 )
	
	
	
	

	　徴収不能引当金
	
	0
	
	
	
	36
	
	36

	　賞与引当金
	
	0
	
	
	
	20
	
	20

	(基本財産)
土地
	34,000
	
	
	
	
	
	34,000
	

	建物
	6,200
	
	固定資産取得支出
	
	
	60
	6,640
	

	
	
	
	500
	
	
	
	
	

	(その他の固定資産)
車輌運搬具
	450
	
	
	
	
	50
	400
	

	
	設備資金借入金
	
	50
	

	借入金収入
100
	
	
	
	150

	
	基本金
	
	36,200
	
	
	
	100
	
	36,300

	
	国庫補助金等
特別積立金
	
	4,500
	
	
	55
	300
	
	4,745

	
	次期繰越活動
増減差額(期首)
	
	2,510
	
	
	
	
	
	2,510

	
	当期
活動増減差額
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	差引純資産増加額　→
	654

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	Ｂ ／ Ｓ 合 計
	43,380
	43,380
	
	
	
	
	44,540
	44,540

	
	
	
	
	
	
	
	
	Ｐ／Ｌ

	
	
	
	
	
	
	
	借　方
( 費　用 )
	貸　方
( 収　益 )

	
	
	
	
	
	
	サービス活動増減の部

	
	○○事業収益(収入)等
	
	
	1,800
	
	
	
	1,800

	賞与引当金繰入
	
	
	
	
	20
	
	20
	

	その他の人件費（支出）
	
	
	200
	
	
	
	200
	

	事業費・事務費(支出)
	
	
	835
	
	
	
	835
	

	減価償却費
	
	
	
	
	80
	
	80
	

	徴収不能引当金繰入
	
	
	
	
	36
	
	36
	

	
	国庫補助金等
特別積立金取崩額
	
	
	
	
	55
	
	55

	
	施設整備等
補助金収益(収入)
	
	
	300
	
	
	特別増減の部

	
	
	
	
	
	
	
	
	300

	
	施設整備等
寄附金収益(収入)
	
	
	
	100
	
	
	
	100

	基本金組入額
	
	
	
	
	100
	
	100
	

	固定資産売却損・処分損
	
	
	
	
	30
	
	30
	

	国庫補助金等
特別積立金積立額
	
	
	
	
	300
	
	300
	

	収益･費用(収入･支出)小計
	
	
	1,535
	2,300
	
	
	1,601
	2,255

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	当期増減(収支)差額
	
	
	765
	←当期資金
収支差額
	
	
	654
	←当期活動
増減差額

	増減等(収支)合計
	
	
	2,300
	2,300
	621
	621
	2,255
	2,255



